
事業再編について 

平成２９年１月２３日 
経済産業省 

資料２－１ 



* S&P:1200のデータベースより作成 金融を除く 

日本企業の売上高利益率（ROS）水準の国際比較 
 日本企業の売上高利益率（ROS）水準（過去１０年間平均）は、世界平均6.88%の半分程度。 
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日本企業の低収益性の背景①（過剰供給構造の存在） 

 我が国においては、装置産業を中心に過剰供給構造が存在し、産業競争力強化法第50条の調査を
実施した石油化学産業、板ガラス産業等については、生産能力と生産量のギャップが発生している。 
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＜国内の建築・自動車市場におけるガラスの生産量の予測と生産能力＞ ＜エチレンの生産量の予測と生産能力＞ 
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 134万ｔ 

※ガラスの生産能力は2014年度の生産能力を据え置いている。 
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日本企業の低収益性の背景②（不適切なポートフォリオの転換） 

事業セグメント別の利益率の分布 
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出所：Bloombergデータベースを元に、デロイト トーマツ コンサルティング作成した資料を加工。事業セグメント別売上高・営業利益の両方を、FY 2006-13の8期連続で取得可能な世界連結売
上ＴＯＰ５００の中から、各国別多角化度（ハーフィンダール指数）上位５０％、海外売上高比率２０％以上の企業を対象 

日系企業は6割超の
事業が売上高営業
利益率5%未満 

米系企業は7割超の
事業が売上高営業
利益率10%以上 

 日系企業の場合、売上高営業利益率が１０％未満のセグメントは９割を占める一方で、世界の企
業の場合は３割～７割。日系企業は、低収益事業の淘汰が進まず、全体の収益性を引き下げ。 
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 該当利益率区分の事業セグメント数 
 

 調査対象企業の全事業セグメント総数 
比率： 



 巨大規模化・多角化した日系企業は、営業利益率が相対的に低い。一方で、米・欧州系の巨
大規模化・多角化した企業は、日系企業より営業利益率が高く、適切なポートフォリオの転換が
行われている可能性。 

小規模 中規模 大規模 巨大規模 

専業 8.8% 5.9% 6.5% 7.0% 

準専業化 7.4% 5.3% 6.2% 6.2% 

準多角化 6.2% 5.7% 5.2% 4.7% 

多角化 5.1% 5.4% 5.4% 3.0% 

脚注：調査対象企業は、日本はTOPIX対象銘柄、米国はNYSE総合指数構成銘柄、欧州はFTSE総合指数（英）、CAC全株指数構成銘柄（仏）、CDAX指数構成銘柄（独）。多角化度としては、調査対象
となる企業について売上高を事業別に分解したときに、売上高構成比率が最大の事業の売上高構成比率を差し引いた値の2000年～2012年平均。1USD=100円、1EUR=130円、1GBP=130円で円換算 
出所：Bloombergデータを基にデロイト トーマツ コンサルティング作成 
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日系企業の規模・多角化度別の営業利益率 



 2000年以前に拡大させてきた金融事業のほかノンコア事業を縮小させ、エネルギー、航空エンジ
ン部門などを強化。 
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（参考）欧米企業の事業組替え：GE 

（出典）GE Annual Reportより 
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GEの部門別売上高の推移 

2011年 
NBCユニバーサ
ルをコムキャスト
(米)に売却 

2015年 
GEキャピタル
事業から撤退
を表明。金融
事業を順次
売却。 

2007年 
プラスチック事
業をSABIC 
(ｻｳｼﾞ)に売却 

2013年 
Avio(伊)の
航空機部門
を買収。 

2005年 
再保険事業の
大半をスイス・
リーに売却 

2015年 
アルストム(仏)
のエネルギー部
門を買収。 

2016年 
家電部門をハ
イアール(中国)
に売却。 

＄36B ＄52B ＄72B ＄92B 5 



電力 電力 

電力 
電力 

工業 
工業 

工業 

工業 

ヘルスケア 

ヘルスケア 

ヘルスケア 

ヘルスケア 

輸送 

輸送 

輸送 

輸送 

金融 

金融 

金融 

ランプ・LED 

ランプ・LED 情報通信 

情報通信 

その他 
その他 その他 

€m 

€10,000m 

€20,000m 

€30,000m 

€40,000m 

€50,000m 

€60,000m 

€70,000m 

€80,000m 

€90,000m 

2000 2005 2010 2015

（参考）欧米企業の事業組替え：Siemens 

（出典）Siemens Annual Reportより 

 将来性や主力部門とのシナジーが低い事業を整理。利益が上がる事業に注力。 
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€77B €77B €75B 
€69B 

2006年 
通信ネットワーク事
業をノキアと合弁
会社を設立して切
り出し 

2010年 
照明子会社オスラ
ムを非連結化。
13年にスピンオフ 

2011年 
アレバ(仏)に原
子力事業を売
却 

2011年 
ITサービス部門
をエトス(仏)に
売却 

2006年 
バイエル(独)の診
断薬事業を買収 
  

2007年 
診断機器ﾃﾞｰﾄﾞ
ﾍﾞｰﾘﾝｸﾞ(米)を買
収 

2007年 
自動車部品事業
を売却 

€36B €42B €61B €66B 

Siemensの部門別売上高の推移 
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7 
（出所：みずほ銀行産業調査部作成） 

（参考）日本企業の事業組替え：化学メーカー 

（出所：みずほ銀行産業調査部作成） 

 欧米主要化学メーカーは買収や撤退が激しく、企業の新陳代謝が激しいと言える。一方で、国内
の主要化学メーカーは撤退が少なく、新陳代謝が少ない。 

大規模買収等で強化 
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（１０億ドル） 

（参考）日本企業の事業組替え：携帯電話事業、半導体事業 

 国内企業の携帯電話事業や半導体事業は、不採算事業からの撤退や追い詰められてからの切り出
しによって、はじめて事業ポートフォリオの見直し。 
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（兆円） 

2008年 iPhoneが
日本で初めて発売 

2008年 
三菱電機撤退 

2013年 
NEC 

パナソニック撤退 

2012年 
東芝撤退 

国内企業の携帯電話事業展開 

（出所）JEITA「電子情報産業の世界生産見通し」 

国内企業の半導体事業展開 

2010年 
NEC切り出し 

2015年 
富士通 

パナソニック切り出し 

2002年 
日立 

三菱電機切り出し 

（出所）ガートナー 

日系企業シェア 

日系企業シェア 



（参考）事業再編規模の国際比較 
 日本企業は、取得、売却の両面において海外の企業に比べ事業再編が進んでおらず、事業再編を
行ったとしても取得金額、売却金額の売上高に対する規模も相対的に小さい。 

出所：デロイトトーマツコンサルティング「平成２６年度 産業経済研究委託事業 （事業再編に係る国内外企業の動向調査） 
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1.35% 
3.43% 3.87% 

2.20% 2.01% 
0.05% 0.13% 0.92% 0.20% 0.58% 0.73% 

BASF 

3.62% 

DuPont 

10.25% 

Philips 

7.72% 

Siemens 

5.01% 

GE 

5.99% 

0.83% 

旭化成 

1.18% 1.81% 1.24% 1.90% 

日立 

1.34% 

再編金額合計／売上高 

BASF 

2.27% 

DuPont 

6.81% 

Philips 

3.85% 

Siemens 

2.81% 

GE 

3.99% 

0.78% 1.05% 0.89% 1.04% 1.32% 0.60% 

取得金額合計／売上高 売却金額合計／売上高 

5.90% 

3.98 

外資系計 日本企
業計 

1.93% 

日本企
業計 

1.21% 

外資系計 

3.64% 

2.27% 
0.72% 

再編金額（取得＋売却）／売上高 

取得金額／売上高 

（単位：%） 

売却金額／売上高 

東芝 パナソ
ニック 

ソニー 富士フイ
ルム 

9 

旭化成 日立 東芝 パナソ
ニック 

ソニー 富士フイ
ルム 



10 

 世界のＭ＆Ａの１件当たり取引金額は、近年は大きく上昇。 
 こうした中、GoogleやAppleなどのIT系企業は、本業から得られる潤沢なM&Aの原資*を背景に、
テクノロジー系ベンチャーへのM&Aを活発化。 

（参考）グローバルなＭ＆Ａマーケットにおける競争の激化 
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（資料）野村證券企業情報部作成資料を加工 

Ｍ＆Ａ１件当たりの取引金額 
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Apple

Microsoft

Alphabet(…

Amazon.com

Facebook

製造業(平均) 

非製造・非… 

参考）トヨタ… 

フリーキャッシュフローの規模の比較（10億ドル；2013-2015年平均） 

5社で、 
年約11兆円（約
$990億）の投資

原資 

東証 
一部 
トップ 
企業** 

GAFA 
+M 

東証一部トップ
135社**で、
年約10兆円
（約$910億）
の投資原資 

>
 

*M&Aの原資：本業から得られる営業キャッシュフローから、設備投資等の有形固定資産投資額を控除したもの。（フリーキャッシュフロー） 

** 東証一部上場企業のうち、直近3年の平均売上高が100億ドル以上の企業（製造業：73社、非製造業・非金融業：62社） 



第４次産業革命の産業構造改革 

第4次産業革命に 
おける再編の軸 

 世界では、同業同士の再編に加え、全く別の産業も飲み込み新たなサービスプラットフォームを実現する再編
が拡大する可能性。 

① 自動車製造 
② ドローン製造 
③ 情報サービス 

④ 交通事業 
（バス・タクシー等） 

⑤シェアリング事業者     

⑥物流事業 
（トラック・鉄道・ドローン等） 

 
 

モノの 
移動 

 無人交通サービス 

 自動走行自動車・ドローンの製造 

 ライドシェアリングサービス 

 無人物流サービス 

  

移動手段 
提供者 

事業主体 
従来の 
再編の軸 

11 ※「新産業構造ビジョン」中間整理 産業構造・就業構造変革の方向性に関する資料を編集 

再編の萌芽：異なる産業との連携が行われている最近の主な例 
①×⑤ GM× Lyft（ライドシェアリング） 
     →GMがカーシェアリングサービスの提供を開始。また、両者が共同で自動運転車の開発を行うととも

に、GMがLyftに５億ドルを出資。 
①×⑤ Ford Smart Mobility× Chariot（ライドシェアリング）： 

→Fordがモビリティサービスを提供することを目的としたFord Smart Mobility（子会社）を設立。 さらに
Ford Smart Mobilityが通勤用バスのライドシェアリングサービスを手がけるChariotを買収。 

④×⑥ DeNA×ヤマト運輸：→ 無人物流サービスに向け、宅配便に自動運転技術を活用 

ヒトの 
移動 

第４次産業革命による
技術革新の社会実装 



 
   
  
  
  
  
      
  
 
 

 
  
  
   
 

 
 
 

 
 

     

産業構造の転換の円滑化に向けた課題 

・コーポレートガバナンス改革の推進・実効性の強化 
・企業と投資家の対話促進に向けた取組（スチュワードシップコードの強化等）の検討 等 

・迅速かつ柔軟な事業再編を可能とする制度整備の検討 
（現行制度：事業再編計画の認定制度、事業再編促進税制 等） 
・迅速かつ柔軟な事業再編を支援する金融機能の活性化策の検討 
（現行制度：政府系金融機関、官民ファンド等） 
・中小企業における事業再生・事業承継の早期取組の促進 等 
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①迅速・果断な意思決定を可能とするガバナンス体制の構築 

②迅速かつ柔軟な事業再編を可能とする制度の整備 

③労働・雇用の柔軟性向上 

（参考：「新産業構造ビジョン」 中間整理） 



業界分析 
（化学産業、ガラス産業、自動車部品産業、 

電機・電子産業） 

資料２－２ 



化学産業 

1 

化学産業 



売
上
高 

営
業
利
益 

2001年 

※化学企業18社の財務諸表に基づいて経済産業省作成 

2013年 

6,902億円 

化学産業 化学産業の構造変化 
○ 差別化余地が少ない上工程（基礎・汎用石油化学）を縮小又はコストセンター化し、差別化・高付加価値

化できる下工程（機能性化学品）を強化し、海外の需要獲得と新たな分野を開拓。こうした事業構造の転
換を、市場や環境の変化に対応、又それを先取りしたスピード感で実行する必要あり。 

① 基礎・汎用化学分野は、ボラティリティが大きく、利益率が低い。そのため、下流のバリューチェーンを有する会社
は、付加価値が取れる誘導品能力にあわせてエチレンセンター等汎用事業の最適化を実行する必要あり。 

② 機能性化学分野は、新興国企業のキャッチアップにより、これまで日本企業の市場シェアが高かった先端分野
（例：電子材料）でも競争が激化。今後は、電子材料、自動車材料分野だけでなく、ヘルスケア、エネル
ギー、アグリ・フード等の新たな成長市場創出が課題。そのためには素材側からの価値提案、世界を睨んだ経
営資源の大胆な「選択と集中」、海外パートナーとの戦略的な連携、戦略的な知財戦略、デジタル化への
対応等が重要となる。 

17兆2,147億円 

65,136億円 
38% 

61,365億円 
36% 

基礎・汎用石化セグメント 
機能性化学セグメント 
その他 

8,938億円 

1,157億円 
13% 

4,810億円 
54% 

2,965億円 
33% 

45,641億円 
26% 

41,434億円 
30% 

54,017億円 
39% 

3,131億円 
44% 

2,708億円 
38% 

1,340億円 
19% 

13兆8,759億円 

43,304億円 
31% 

2015年 

62,481億円 
37% 

66,161億円 
34% 

19兆5,115億円 

50,356億円 
26% 

1兆6,388億円 

3,680億円 
23% 

7,387億円 
45% 

5,125億円 
31% 

2 

エチレン生産量 
736万トン 

エチレン生産量 
670万トン 

エチレン生産量 
688万トン 



収益率 
7.3％ 

収益率 
8.9％ 

収益率 
12.7％ 

住友化学 三井化学 ＢＡＳＦ Dow Chemical 三菱ケミカルＨＤ 

化学産業 主要化学企業の売上高と営業利益（2015年度） 

売上高 
3兆8,230億円 

58% 

27% 

15% 

基礎・汎用石化分野  機能性材料分野  

営業利益 
2,800億円 

27% 

38% 35% 

売上高 
2兆1,018億円 

41% 

20% 

39% 

その他  

売上高 
1兆3,439億円 

70% 

30% 

収益率 
7.8％ 

営業利益 
1,644億円 

16% 

70% 

収益率 
5.3％ 

営業利益 
709億円 

79% 

21% 

売上高 
5兆6,038億円 

24% 

53% 

23% 

営業利益 
7,107億円 

45% 

48% 

7% 

営業利益 
8,469億円 

34% 

47% 

19% 

売上高 
9兆5,309億円 

31% 

48% 

21% 

売
上
高 

営
業
利
益 

3 
※各企業の財務諸表に基づいて経済産業省作成、1米ドル=115円、1ユーロ=122円で計算 

14% 

 世界の主要化学企業は、売上高の割合が高い事業において、十分な利益を確保。 
 一方、国内の主要化学企業は、売上高の割合が高い事業からの利益は限定的だった

が、基礎・汎用石化分野の不採算事業の整理や市況の好転により、2015年度は収
益構造が改善。 



国内外の大手化学企業の売上高・営業利益率（1994－2014） 

化学産業 主要化学企業の過去の20年間の収益の変遷 
 BASFはここ20年間(1994－2014)で売上規模を２倍強に、利益率を５%→１０%に拡大。 
 日本企業は、信越化学を除けば、売上規模は小幅な増加にとどまり、収益性の向上も限定的。 
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ﾗｲｵﾝﾃﾞﾙﾊﾞｾﾙ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ 

三菱ケミカルホールディングス 

ﾃﾞｭﾎﾟﾝ 

旭化成 

東レ 

アクゾ ノーベル 

信越化学工業 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0 2 4 6 8 10 12

出典：ブルームバーグ 
※データ時点は、1993、2003、2013年、2014年（日本企業は年度、欧米企業は暦年） 
※2006年以降に設立した三菱ケミカルホールディングスの初年度は2006年、ライオンデルバセル･インダストリーズの初年度は、2007年 
 
 

３M 

ダウ･ケミカル 

住友化学 

三井化学 旭硝子 

JSR 

日東電工 

富士フィルム 

売上高（兆円） 

BASF 
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出典：ブルームバーグ 
※データ時点は、1993年度（93/12,94/3）、2003年度（03/12,04/3）、2013年度（13/12,14/3）。※吸収合併した場合、合併前のデータに消滅会社の数値は含まれない。 
※ROEは、当期純利益÷自己資本（期首期末平均）＊１００ 
 

化学産業 主要化学企業の過去20年間のROE（自己資金利益率）の変遷 

 海外企業のROEは、日本企業に比較し相対的に高い傾向。 

ﾃﾞｭﾎﾟﾝ 

ﾗｲｵﾝﾃﾞﾙﾊﾞｾﾙ 

ダウ・ケミカル 
BASF 
アクゾノーベル 

東レ 
信越化学 

旭化成 

住友化学 
三菱ケミカル 

三井化学 
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LGケミカル 



（万トン） ＜出典：化学工業統計及び経済産業省調査＞ 

産構法による設備廃棄 
三菱化学 四日市  

プラント停止 

三菱化学 鹿島 
第一プラント停止 

住友化学 千葉 
プラント停止 旭化成 水島 

プラント停止 

京葉エチレン稼働 

産業競争力強化法 
第５０条に基づく調査報告 

 世界同時不況以降の内需低迷等により、2012年には国内生産量は610万トンまで減少。 
 2015年のエチレン生産量は689万トン（前年比3.7％増）。国内需要については長期的には減少傾向。一方で、国内のエチレンセンターの稼働率は、
構造改革の進展や中国を中心とした輸出が好調なこともあり、2015年は94.0％。2016年に入っても90％を超える高稼働を継続。 

 2015年度における各社の石油化学部門の売上高経常利益率は3.5％と前年度（0.4％）より改善。しかし、石油化学産業の収益構造は、国内生産
量の3～4割を輸出が占め、アジア市況の影響でボラティリティーが高く、総じて利益率は低い（製造業全体：5.9%、石油化学産業：3.5%） 

 また、足下では、原油価格は上昇傾向にあり、為替も円高傾向にあることから、今後も現在の利益水準を維持し続けられるかは不透明な状況。 
 

化学産業 国内の石油化学の歴史：エチレン生産能力の推移 
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☑海外展開の強化 
○国内需要が縮小していく我が国で成長を続けるため、企業が技術面と
価格面から国際競争力を高める必要がある。 

 ex)資金力を活かして安価な原料を押さえる。 
      自社の独自の生産技術等を活用して海外市場を獲得する 
 
☑誘導品の強化 
○競争力のある誘導品事業の強化を図ることで、エチレンセンターの高
稼働率の維持等につなげる。 

 ex)研究開発投資等、生産技術・精製プロセスの強化 
    イノベーションを阻害する制度や規制の合理化 
 
○内需が縮小する国内において、これまでも汎用誘導品事業の基盤強化
を計るため再編集約があったが、生産能力は減少していないため、
低稼働率のまま。もう一段の再編集約が必要。 

 

☑ハード面の対応 
○エチレンセンターの規模最適化 ○石油精製との連携強化 
○柔軟性の確保         ○用役・共通部門の共有化への取組 

 
☑ソフト面の対応 
○制度・規制の合理化      ○人材の有効活用と安定操業の確保 
○集約統合時の手続きの明確化・公平性の確保 
○地域との連携 

☑北米のシェール革命による影響 
○エタンクラッカーのエチレン製造コストは、中東のエタンクラッカー
に次ぐコスト競争力を獲得。２０２０年までに約１１百万トンのエ
タンクラッカー新増設計画あり（現在２７百万トン程度）。 

○北米の内需の大幅な伸びは見込めないため、競争力を有する北米のポ
リエチレンなど汎用誘導品が中国などに流入する見込み。 

 
☑中東の化学産業への投資拡大による影響 
○化学産業への投資拡大が継続され、安い原材料によるコスト競争力を
持った化学製品が大量に生産される可能性がある。 

 
☑中国の石炭化学による影響 
○CTO（Coal To Olefins）や、MTO（Methanol To Olefins）による
プラントの着実な立ち上がりにより、中国国内の需要に占める中国
産のエチレン、プロピレンなどの比率は高まる傾向。（2018年まで
にエチレン生産量で17百万トンの新設計画あり）。 

 
 
 
☑中国の化学製品需要の減退 
○中国の国内需要は、2000年以降、年平均10.0％程度の伸びを示して
いたが、今後、中国のＧＤＰ成長率が鈍化するとの見通しもあり、
その場合、中国の需要に影響を与えることが懸念される。 

 
☑我が国製造業の国内需要による影響 
○今後も主要な誘導品の最終製品である自動車や建設、包装などの海外
移転が進むことが見込まれ、少子高齢化の影響で耐久消費財の保有
数量も低下することが予想されることから、石油化学製品の国内の
需要は中長期的には減少することが予想されている。 

供給に関するリスク 

需要に関するリスク 

差別化とグローバル展開の推進 

汎用石化の国内拠点のコスト競争力向上 

変動要素 対応の方向 

 2014年に「石油化学市場構造研究会」を設置、研究会での議論を踏まえ、同年、産業競争力強化法第50条に基づく調査報告を実施した。 
  （2013年の原油価格:97.93 USドル/バレル、為替:97.59 USドル/円） 
 調査報告では、石油化学産業を取り巻く５つのリスクを示すとともに、最悪の場合、国内のエチレン生産量は2012年610万トンから2020年には470万トンまで減少する可

能性があることを示した。 

化学産業 我が国石油化学生産量の減少に大きな変動を与える要素、対応の方向（５０条調査にて整理） 
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高いシェアを有する機能性化学品の分野（例） 

電解液 

正極材 
日系メーカー世界シェア３割 
日亜化学、住友金属鉱山、
Umicore(欧)、湖南杉杉

(中)、L&F(韓)など 

セパレーター 
日系メーカー世界シェア５割 

旭化成、東レ、住友化学、宇部
興産、SK Innovation(韓) 

など 

負極材 
日系メーカー世界シェア５割 
日立化成、三菱化学、JFE、

BTR(中)、Shanshan(中)など 

TACフィルム 
日系メーカー世界シェア１０割 
富士フィルム、コニカミノルタなど 

カラーレジスト 
日系メーカー世界シェア７割 

ＪＳＲ、住友化学、トーヨーカラー 
LG Chem(韓)、Samsung 

SDI(韓)など 

偏光板 
日系メーカー世界シェア6割 

日東電工、住友化学、 
LG Chem(韓)、CMMT(中)

など 

ブラックレジスト 
日系メーカー世界シェア７割 

東京応化、三菱化学、新日鉄住
金化学、Samsung SDI(韓)、
Chi Mei Chemical(中)など 

ガラス基板 
日系メーカー世界シェア5割 
旭硝子、日本電気硝子、

Corning(米)、CPM(韓)など 

電解液 
日系メーカー世界シェア４割 

三菱化学、宇部興産、
BASF(独)、Guatai-
Huarong(中)など 

リチウムイオン電池 

（出典）平成27 年度 日本企業の国際競争ポジションに関する情報収集等より経済産業省作成 

化学産業 

セパレータ 

正極 
負極 

我が国化学メーカーが競争力を有する機能性化学品の例 
 機能性化学品は、「汎用化学品」に対する高付加価値化学品であり、世界市場規模は約50兆円（化学

品全体の15％程度）。このうち我が国化学メーカーが得意とする電子材料の市場規模は約３兆円規模。 
 リチウムイオン電池や液晶ディスプレイの素材などに用いられる電子材料において、我が国の化学企業が高い

シェアを有する分野が多く存在している。 
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偏光板 

拡散板 

導光板 

ガラス基板 

偏光板 
光学機能フィルム 

TAC（偏光板保護フィルム） 

バックライト 

カラーフィルター 

液晶ディスプレイ 

液晶 

偏光板 



主要電材市場における日本企業シェアの変遷 

      2006年     201４年 
正極材   １５社 → ５２社（日系１２社） 
負極材   １２社 → ３５社（日系１３社） 
電解液    ５社 → ２６社（日系   ７社） 
セパレータ １０社 → ４８社（日系１４社） 

リチウムイオン電池材料の企業数 

液晶ディスプレイ材料の企業数 

        2005年    201４年 
カラーレジスト １０社 → １７社（日系１０社） 
ﾌﾞﾗｯｸレジスト     ７社 → １０社（日系   ８社） 
偏光板      ８社 → ２１社（日系   ８社） 
カラーフィルタ    ９社 → ３６社（日系１２社） 

（出典）平成27 年度 日本企業の国際競争ポジションに関する情報収集等より経済産業省推定 

化学産業 機能性化学品もコモディティ化 

 電子材料市場では、市場規模は拡大したが、成長率が低下。企業数が増え競争激
化、単価が低下。日本企業の世界シェアは低下傾向。 

9 



(出典)平成27 年度 日本企業の国際競争ポジションに関する情報収集等より経済産業省作成 

＜リチウムイオン電池のポジション変化(国際比較)＞ ＜日系企業のリチウムイオン電池材料のポジション変化＞ 

化学産業 （参考）リチウムイオン電池・材料のポジションの変化 
 リチウムイオン電池の日本企業のポジションは、2008年は5割強のシェアで世界１位。

他方、2014年は中国企業が約4割で世界１位に。 
 リチウムイオン電池の主要４材料の日本企業のポジションも、リチウムイオン電池と同様に

シェアを落としている状況。自動車用途の市場拡大を見据え、各素材メーカーは積極的
に投資を行っている。 
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世界シェア（％） 世界シェア（％） 

（年） （年） 

正極材 1,490 1,682 3,460 
セパレータ 581 1,104 1,305 
負極材 345 588 890 
電解液 375 687 820 

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池 9,101 10,720 16,436 
世界市場規模(億円) 世界市場規模(億円) 



大規模買収等で強化 
撤退や縮小 

継続して手掛けている事業 （出所：みずほ銀行産業調査部作成） 

欧米主要化学メーカー 日本の主要化学メーカー 

化学産業 

汎
用 

機
能
性 

汎
用 

機
能
性 

医
薬 

直近２ヵ年において撤退や縮小 

事業ポートフォリオの変革による新陳代謝（1990年代後半～2016年） 
 欧米主要化学メーカーは買収や撤退が激しく、企業の新陳代謝が激しいと言える。一

方で、国内の主要化学メーカーは撤退が少なく、新陳代謝が少ない。 
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医
薬 



ガラス産業 
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ガラス産業 



《国内市場》 
 2014年時点で、出荷がピークであった1990年度比の出荷額は約4割減（6484億円→3668億円）、また平均単価は約
５割減（7925円/換算箱→3458円/換算箱）。生産設備は低稼働率で推移している。（約80%、品種構成を考慮） 

 新設住宅着工戸数の減少や国内自動車販売台数の減少による需要減、一方で省エネ対策による複層ガラスの拡大による需
要増等の将来の需要に影響を及ぼし得る要素により、国内の板ガラス生産量は2020年度21％減、2030年度で40％減、
生産量と生産能力のギャップは、2020年度で49万ｔ、2030年で70万ｔに拡大するというリスクシナリオあり。 

《海外市場》 
 先進国市場の需要は成熟化。新興国等は、需要が大きく増加。 
 中国は、世界全体の生産能力の約6割を占め供給過剰の状態。他地域への輸出超過傾向拡大。 

 
＜国内の建築・自動車市場におけるガラスの生産量の予測＞ ＜海外市場におけるガラスの需要予測＞ 

（百万㎡） 

ガラス産業 

108万t→85万t 
（21%減） 

108万t→64万t 
（40%減） 

ガラス産業の市場動向 

13 



収益率 
4.6％ 

旭硝子 

収益率 
2.4％ 

日本板硝子 セントラル硝子 

収益率 
5.3％ 

サンゴバン(仏) 

収益率  
6.6％ 

収益率  
18.3％ 

コーニング(米) 

主要ガラス企業の売上高と営業利益の比較(2013年度) 
 世界の主要ガラス企業は、売上高の割合が高い事業において、十分な利益を確保。 
 一方、国内の主要ガラス企業は、売上高の割合が高い事業からの利益は限定的。その

結果世界の主要化学企業と比べ、収益率が低い。 

ガラス産業 

売上高 
5兆1,271億円 

12% 

88% 

1% 

99% 

営業利益 
3,372億円 

ガラス分野(建築用・自動車用・電子機器用)  その他  

売上高 
1兆1,172億円 

52% 48% 

70% 30% 
営業利益 

2,041億円 

売上高 
1兆3,483億円 

72% 

28% 
売
上
高 

営
業
利
益 

営業利益 
621億円 

41% 

59% 

営業利益 
146億円 

100% 

売上高 
6,061億円 

14 

営業利益 
101億円 

100% 

売上高 
1,916億円 

100% 55% 

45% 

※各企業の財務諸表に基づいて経済産業省作成、1米ドル=115円、1ユーロ=122円で計算 



国内外の大手ガラス企業の売上高・営業利益率（1994－2014） 

ガラス産業 
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売上高（兆円） 

主要ガラス企業の過去20年間の収益の変遷 
 サンゴバン(仏)はここ20年間(1994－2014)で売上規模を3倍に拡大。 
 日本企業は、売上規模は小幅な増加にとどまり、収益性の向上も限定的。 

出典：ブルームバーグ 
※データ時点は、1993年度（93/12、94/3）、2003年度（03/12、04/3）、2013年度（13/12、14/3）、2014年度（14/12、15/3予測含む）。 
※営業利益は、ブルームバーグの定義によるＥＢＩＴ（Earnings Before Interest and Taxes）。(純売上高)+(その他営業収入(米国を除く))-(売上原価)-(一般販売管理費) 
 
 

福耀玻璃工業集団 

コーニング 
信義玻璃控股 [信義ｶﾞﾗｽ] 

KCC 

サンゴバン 

旭硝子 
日本板硝子 

セントラル硝子 

日本電気硝子 
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出典：ブルームバーグ 
※データ時点は、1993年度（93/12,94/3）、2003年度（03/12,04/3）、2013年度（13/12,14/3）。※吸収合併した場合、合併前のデータに消滅会社の数値は含まれない。 
※ROEは、当期純利益÷自己資本（期首期末平均）＊１００ 
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年 

＜効率性＞ 

ガラス産業 主要ガラス企業の過去20年間のROE(自己資本利益率)の変遷 

信義玻璃控股 [信義ｶﾞﾗｽ] 

福耀玻璃工業集団 

コーニング 

セントラル硝子 

日本電気硝子 

KCC 

日本板硝子 

サンゴバン 

旭硝子 

 海外企業のROEは、日本企業に比較し相対的に高い傾向。 
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☑国内の需給ギャップの解消 
○今後の需給動向、生産設備の定期修繕時期、法制上の課題等を考慮しなが
ら、ＬＬＰ等の組織を各企業が共同で設立し、生産設備の運営統合等を行
うことも選択肢の一つとして考えられる。 

 
☑生産プロセスの効率化等 
○スワップ取引等の適正な拡大 
○生産プロセスの省エネルギー化 
○物流の効率化 
 
 
☑高機能ガラスの市場開拓 
○住宅・建築物の省エネ規制強化等による市場開拓 
○高機能ガラスの市場訴求力の強化 
 
☑成長分野におけるイノベーションの推進 
○産学官・異業種連携によるオープンイノベーションの推進 
○革新的技術の開発に向けた中長期イノベーションロードマップの策定 
 

 
○戦略的なグローバル展開 
○規制・規格等の国際ハーモナイゼーション（国際標準化の推進） 

 
 
 
○ビジネスモデルの変革(事業ポートフォリオの再構築：川下分野の取り込み 
 他分野への多角化等） 
○地球温暖化対策・省エネ対策の推進 
○人材の育成・確保 
 
 

☑国内需要の減少トレンド 
○国内経済の成熟化、人口減少等により、国内建築投資、新設住 
 宅着工戸数、国内自動車販売台数等の停滞・減少。 

○供給過剰の中国を中心とする海外からの輸入圧力。 
 

☑海外需要の伸長 
○先進国の需要は成熟化。新興国等の需要の伸びが加速 
 

 
 
 
☑住宅・建築物における省エネルギー化 
○2020年までに住宅・建築物の省エネ基準適合義務化。 
○ヒートショック対策等の健康志向。 

 
☑成長産業分野の素材ニーズの高まり 
  ○モビリティ、防災・防犯、再生可能エネルギー、医療等の成長産  
業分野の高機能・高性能化に伴い、ガラスの高付加価値化による
市場拡大。 

 

国内外の需給の見通し 

高付加価値化志向の高まり 

コスト競争力の向上 

高付加価値化戦略 

課題 
対応の方向 

グローバル展開 

その他 

ガラス産業 ガラス産業をめぐる課題、対応の方向（５０条調査にて整理） 
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⾃動⾞部品産業

⾃動⾞部品産業
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⾃動⾞部品産業
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世界⾃動⾞部品メーカー売上⾼上位30社

（2015年度実績）

 世界の⾃動⾞部品メーカー上位120社の売上⾼の合計は、約１兆ドル。
 ⽇系企業は⼤規模な総合メーカーと規模が⽐較的⼩さい専業メーカー（エンジン部品、駆動・伝動
部品、電⼦・制御部品等）に分かれる。全体で約７，０００事業所（※）。

⾃動⾞部品業界について

出典：FOURIN「世界⾃動⾞部品産業年鑑」（2016）より作成

（※）経済産業省「⼯業統計調査」（平成26年度）における「⾃動⾞部分品・附属品製造業」の事業所数。

出典：FOURIN「⽇本⾃動⾞部品産業年鑑」（2015）より作成
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⽇本の⾃動⾞部品メーカー売上⾼上位30社

（2014年度実績）

（注）⾚い企業は⽇本の⾃動⾞部品メーカー。 （注）⻩⾊い企業は総合メーカー。 19



⾃動⾞部品産業⾃動⾞部品産業新たなニーズに対応した技術⾰新と⾃動⾞市場の変化
（次世代⾃動⾞や⾃動運転技術等の開発・普及）

次世代⾞・電動化技術の普及 ⾃動運転技術の開発・普及

ガソリン

20



⾃動⾞部品産業⾃動⾞部品産業⾞の作り⽅の変化（標準化・モジュール化）

出典：VW資料より経済産業省作成

プラットフォーム戦略 モジュラー戦略 MQB=ﾓｼﾞｭﾗｰ・ﾏﾄﾘｯｸｽ戦略

VWのモジュール設計（MQB）これまでの試み

設計の標準化＋共有可能モジュールの大幅増台車の共通化 モジュールの共有化

クルマの価値の60％が集まる「前輪車軸～アク
セルペダル」間の固定化

排気量やターボ等の
多様なバリエーションに対応

車体の標準化 コンポーネントの共有 コンポーネント内のモジュール化

インフォテインメントシステムを
VWグループ内で共有

 ⾃動⾞メーカーは膨⼤な開発⼯数の増加に対応する必要。
 開発効率化、⽣産効率化のため、⾃動⾞の設計段階において、モジュールを標準化・共⽤化し、そ
の組み合わせにより、⾃動⾞を⽣産していく発想⽅法（モジュール設計）が進展。

 サプライヤーは、「単品売り」ではなく、「システム売り」が重要になっており、再編・総合サプライヤー化の
引き⾦に。
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⾃動⾞部品産業⾃動⾞部品の電⼦⽐率の⾼まり・ソフトウェアの複雑化
 ⾃動⾞の⾼機能化（電⼦制御化、安全運転システム、ネットワーク化）により、⾃動⾞部品に占
める電⼦系部品、ソフトウェアの割合は増加傾向。

 ⾃動⾞ソフトウェアも複雑に。

内装 エンジン シャシー ボディー 全体

機械部品
電⼦部品、ソフトウェア

出典：McKinsey “Managing innovations on the road”
※電⼦部品⽐率は、⾞両を構成する部品の総原価に占める電⼦部品の原価の割合

＜電⼦化の進展＞

電⼦部品⽐率は１０年で２倍に増⼤

＜ソフトウェアの複雑化＞
■⾃動⾞ソフトウェアのソースコード⾏数
 平成12年時点では100万⾏程度だったものが、
現在では１億⾏以上という規模まで増⼤。

＜参考：他製品のソースコード⾏数＞
 Android OS：1,200万⾏
 F-35戦闘機：2,400万⾏
 Microsoft Office 2013：4,400万⾏

出典：経済産業省「ITによる⽣産性向上の加速化に向けて」
三菱UFJモルガンスタンレー証券資料 等より作成

2000年 2007年 2016年

100万⾏

500万〜
1000万⾏

1億⾏

・電子制御化 → エンジンECU（電子制御ユニット）等
・安全運転システム → センサー類（ﾐﾘ波ﾚｰﾀﾞｰ・加速度ｾﾝｻｰ・ｶﾒﾗ等）
・ネットワークとの接続 → 車車間通信システム等 22



⾃動⾞部品産業より⼤規模な研究開発の必要性
 電⼦系部品・ソフトウェアの研究開発のためには、⾃動⾞分野で⾏われていた従来の研究開発より
も、より⼤規模な研究開発投資が必要に。

企業名 売上
(兆円)

R&D費
（兆円）

R&D費/売上
（%）

デンソー 4.3 0.40 9.2
アイシン精機 3.0 0.15 5.0 

Bosch 9.5 0.84 8.8 
Continental 5.3 0.33 6.2

ZF 4.1 0.20 4.8
Google 9.1 1.5 16 

NXP Semiconductors 0.74 0.11 15
NVDIA 0.50 0.15 29
Intel 6.7 1.5 22

出典：ブルームバーグ、各社公表資料より作成

企業の売上と研究開発費の関係（２０１５年）
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⾃動⾞部品産業

0.00%
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6.00%

7.00%

8.00%

9.00%

10.00%

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

研究開発費率

売上⾼（億円）

デンソー [総合]

アイシングループ [総合]

カルソニックカンセイ [総合]

⽇⽴オートモティブシステムズ [総合]
※2011→2015の推移

ボッシュ（⾃動⾞部⾨） [総合]
※研究開発費率はボッシュ全体のもの

コンチネンタル [総合]

現代MOBIS [総合]

ZF [駆動部品→総合]

出典：ブルームバーグ、各社公表資料より作成

主要部品サプライヤーの動向（売上⾼・研究開発費率）

 ⾃動⾞部品産業では、多くの企業が売上⾼だけでなく、研究開発⽐率も増やしている。

【主な総合部品メーカーの売上⾼・研究開発費率（2005年→2015年）】
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⾃動⾞部品産業

乗⽤⾞駆動技術

乗⽤⾞パワートレ

イン技術乗⽤⾞シャシ技術

乗⽤⾞シャシ技術

商⽤⾞等駆動技術

商⽤⾞技術

操舵技術

予防・衝突安全

電⼦システム

産業技術・その他

産業技術・その他

合計, 14.85 

合計, 40.98 
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2005 2015

千億円
< ZF >

オフロード駆動技術・⾞軸装置
パワートレーン・懸架部品

タイヤ
タイヤ

内装

シャシ・

安全技術

パワートレイン

ゴム・プラ製造

その他

合計, 3.26 

合計, 55.45 

0
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50

60

2005 2015

千億円
< コンチネンタル >

ドライブトレイン

関係

ドライブトレイン

関係

ボディ関連

ボディ関連

エンジン関連

エンジン関連

情報関連他

情報関連他

住⽣活関連機器

その他
合計, 18.29 

合計, 32.43 

0
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25
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35

40

2005 2015

千億円 < アイシングループ >

住⽣活・エネルギー関連その他

ブレーキ及びシャシー関係

ブレーキ及びシャシー関係

⼤規模総合サプライヤーの規模拡⼤の推移

 欧州サプライヤーは、中⼩規模企業などのM&Aにより、急速に事業を組み替えつつ、規模を拡⼤。
 国内サプライヤーは従前の事業分野を発展させつつ、漸進的に事業を組み替え、規模を拡⼤。

熱
熱

パワートレイン

パワートレイン

電⼦

電⼦

モータ

モータ

電気

情報安全

その他⾃動⾞分野

新事業分野

その他
合計,27.69 

合計,43.10 
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50

2005 2015

千億円 < デンソー >

次世代⾃動⾞技術

出典：各社公表資料、MARKLINESより作成

欧⽶型：M&Aによる急速な事業拡⼤

⽇本型：既存の事業分野の漸進的拡⼤
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⾃動⾞部品産業

各社主要製品 ボッシュ コンチネンタル ＺＦ Ｄｅｌｐｈｉ デンソー アイシングループ ⽇⽴オートモー
ティブシステムズ

エンジン・エンジン部品

冷却

駆動⽤モーター

駆動⽤電池

トランスミッション

ステアリング

ブレーキ

センサー類

ソフトウェア

エアバッグ等

内装・照明

ナビ、液晶

エアコン

電装

懸架

⾞体材料

タイヤ

 欧⽶サプライヤーは、⽇系に⽐較し、買収による事業拡⼤・事業組替を⼤規模に実施。研究開
発費の増⼤に対応しスピード感を持って企業規模を拡⼤させるために、M＆Aは選択肢のひとつ。

 他⽅、我が国の⾃動⾞部品産業では、「事業の売り⼿が不⾜」との声あり（中⼩オーナーは後継
者不⾜の場合に売却ではなく廃業を選択する、ベンチャー企業の不在など）。

総合サプライヤーの主要製品ポートフォリオの変化 (2000年〜）

■買収等で強化 ■撤退・縮⼩ ■⼿がけている（グループ内再編含む） 出典：MARKLINESより作成

欧⽶サプライヤー ⽇系サプライヤー

環
境
技
術

安
全
技
術

内
外
装
等
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⾃動⾞部品産業まとめ

 ⾃動⾞部品の電⼦化・ソフトウェア化、標準化・モジュール化の進展の中、研究開発費の
増⼤に対応し、スピード感を持った企業規模拡⼤を⾏う観点から、M＆Aはひとつの選択肢。

 ⼀⽅で、⽇本の⾃動⾞部品業界では、M&Aの対象となる企業が少ないと⾔われる。
①後継者不⾜に直⾯した中⼩オーナー企業は企業売却よりも廃業を選択する傾向
②⾃動⾞部品分野におけるベンチャー企業も少ない

 効率的な研究開発も重要な要素。このため、
①研究開発投資の増⼤に耐えうるための協調領域（⾃動⾛⾏：地図など）の拡⼤、
②シュミレーション技術による開発（モデルベース開発）、
なども同時に追求していくことが必要。これも再編のトリガーになる可能性あり。
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エレクトロニクス関連企業の収益性

⽇本企業は、海外企業と⽐較すると、売上規模、営業利益率ともに低い⽔準。

パナソニック

ソニー

シャープ

⽇⽴製作所

東芝

三菱電機

富⼠通NEC

キヤノン

Samsung

Apple

GESiemens

IBM Microsoft

Google

△ 15.0

△ 5.0

5.0

15.0

25.0

35.0

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

営
業
利
益
率
︵%

︶

売上⾼（億円）

（出所）各社有価証券報告書から作成

各社の売上⾼、営業利益（2015年度）

バブルの⼤きさは
営業利益を表す

電機・電⼦産業
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国内電機企業における事業の移り変わり

電機各社は、B to C ビジネスからB to B ビジネスへ、プロダクトビジネスからソリューション
ビジネスへ、その事業の軸⾜をうつしてきた。

他⽅で、M&Aの額を⾒ると、海外企業と⽐べ、ポートフォリオの組替えが進んでおらず、
総じて利益率も低い。

（出所）M&Aデータについては、デロイトトーマツコンサルティング「平成２６年度 産業経済研究委託事業 （事業再編に係る国内外企業の動向調査）」より作成
その他数値に関しては、Thomson Reuters、Bloombergより作成。

事業再編（取得、売却）⾦額÷売上⾼（1995~2014の20年累計）

0.60%
1.32% 1.04% 0.89%

3.99%

2.81%
0.73%

0.58%
0.20%

0.92%

2.01%

2.20%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

⽇⽴ 東芝 パナソニック ソニー GE Siemens

売却⾦額/売上⾼
取得⾦額/売上⾼

⽇本 海外

20%
2.6%

3.07兆円

19%
2.0%

1.22兆円 14%
2.8%

2.87兆円

79%
2.5%

4.35兆円

67%
13.2%

31.0兆円 57%
5.7%

11.9兆円 ⾚字：売上⾼成⻑率
⻘字：平均営業利益率
緑字：時価総額

（2017年1⽉18⽇）

電機・電⼦産業
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事業分野の重なり
 注⼒事業分野も重なっている部分があり、国内で競合状況にある。そのため、国内企

業同⼠の事業再編により、コア事業を強化していくような取組が起きづらい可能性。

（出所）直近の各社中期経営計画、IR資料から作成

各社の主な事業分野

⽇⽴製作所 東芝 三菱電機 富⼠通 NEC パナソニック シャープ ソニー

エネルギー

インフラ

産業⽤

ITサービス

⾞載

半導体

ディスプレイ

⽩物家電

AV、デジタル家電

モバイル

パソコン

B

to

C

B

to 

B

■：注⼒事業 ■：その他事業 ■：撤退・縮⼩事業

B to B 

ITソリューション

電機・電⼦産業
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エレクトロニクス関連企業の研究開発費

⽇本企業は、海外企業と⽐較すると、設備投資も研究開発も規模において低い⽔準。

（出所）各社有価証券報告書から作成

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

設備投資額 研究開発費

（億円）

各社の設備投資額、研究開発費（2015年度）

電機・電⼦産業
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国内半導体産業の再編

メモリ（DRAM）
システムLSI

メモリ（ＮＡＮＤ）メモリ（ＮＡＮＤ）

メモリ（DRAM）

システムLSI

メモリ（メモリ（DRAM）

システムLSI

メモリ（DRAM）

システムLSI

メモリ（DRAM）

システムLSI

メモリ（DRAM）

システムLSI

システムLSI

メモリ（ ）メモリ（DRAM）

システムLSI システムLSI

ＮＡＮＤ

DRAM

エルピーダメモリ

東芝セミコンダクター＆ストレージ社

東芝セミコンダクター＆ストレージ社

ソニー半導体部⾨

ルネサスエレクトロニクス

パナソニック
半導体部⾨

富⼠通セミコンダ
クター

1999年設⽴

1999年設⽴（社内分社）
2011年 ストレージ社と統合

2001年設⽴
（社内分社）
2010年三洋半導体を
⽶国オンセミコンに売却

2008年設⽴

2003年三菱電機が営業譲渡
2013年マイクロンが買収

撤退

撤退

撤退

撤退

メモリ（DRAM） 撤退

2010年NECエレクトロニクスと
ルネサステクノロジを統合

1999年設⽴（社内分社）
2011年 ストレージ社と統合

ソシオネクスト

20１５年設⽴

世界シェア20%、第3位（2015年）

世界シェア19%、第2位（2015年）

マイコン

CMOSイメージセンサー

世界シェア20%、第1位（2015年）

世界シェア47%、第1位（2015年）

 半導体産業は統合による専業化が進み、グローバルトップの競争⼒を有する企業が複数出現。

電機・電⼦産業
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半導体が⽤いられる電⼦機器市場の構造変化

 2000年台はPC、携帯電話、TVが牽引役。2010年以降はスマホが急進。
 今後は、スマホの成⻑が鈍化する⼀⽅で、産業、⾞載含むIoT分野でのエレクトロニ

クスが伸びていく⾒込み。

IoTの主戦場
オートメーション、ロボット、医療、

計測機器、BEMS、電⼒設備、軍需

シェア
低下

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

電⼦機器⽣産⾦額予測
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Automotive

Consumer
Wireless Communications

Wired Communications

Data Processing

Million $

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

電⼦機器⽣産⾦額予測

産業⽤

⾞載⽤

コンシューマー
（テレビ等）

無線通信
（携帯、スマホ等）

有線通信

データ処理
（PC等）

成⻑
鈍化

成⻑
停⽌

シェア
低下

IoTの主戦場
オートメーション、ロボット、医療、

計測機器、BEMS、電⼒設備、軍需

（出所）IHS Global

電機・電⼦産業
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半導体の分野別の期待成⻑率

 PC、スマホ分野の成⻑が頭打ちとなる中で、⾞載分野での成⻑が期待される。

2.4%

‐4.9% ‐4.8%

‐2.5% ‐2.4%

‐0.3%

‐2.0%

‐5.1%
‐6%

‐4%

‐2%

0%

2%

4%

⾃動⾞
($318)

PC
($164)

ノートPC
($161)

スマホ
($49)

タブレット
($47)

液晶ﾃﾚﾋﾞ
($46)

ﾃﾚﾋﾞ受信機
($22)

ﾌｨｰﾁｬｰ
ﾌｫﾝ($10)

分野別の1製品あたりの半導体搭載⾦額の期待成⻑率※

※2014年-2018年の期待成⻑率（現在の1製品あたりの半導体搭載⾦額）

（出所）Bernstein調べ

電機・電⼦産業
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分野を越えた再編の流れ

 多量少品種のPC、スマホ分野（規模の経済）から、少量多品種のIoTや⾞載分野
（範囲の経済）に成⻑の源泉がシフトしつつあることを背景として、ここ1,2年分野を
越えた⼤型再編が相次いでいる。

買収企業 被買収企業

最近の主な再編事例

狙い

NXP（蘭） フリースケール（⽶）2015年3⽉
1.3兆円 ⾞載分野で世界トップに

アバゴ（⽶） ブロードコム（⽶）2015年5⽉
4兆円 有線・無線通信向けでリーダー的地位に

インテル（⽶） アルテラ（⽶）2015年6⽉
1.8兆円 データセンター、IoT分野を強化

ソフトバンク（⽇） ARM（英）2016年7⽉
3.3兆円 IoT分野でのプロセッサに参⼊

ルネサス（⽇） インターシル（⽶）2016年9⽉
3200億円 ⾞載分野の強化

クアルコム（⽶） NXP（蘭）2016年10⽉
5兆円 ⾞載分野の市場を獲得

⾞載⽤アナログ ⾞載⽤マイコン

有線通信 無線通信

PC、サーバー⽤MPU FPGA

プロセッサ設計

⾞載⽤マイコン アナログ

スマホ⽤演算・通信 ⾞載⽤マイコン、アナログ

電機・電⼦産業
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2016年2⽉ AI、分析、制御等の技術を集約・統合した部⾨を新設し、これまでの個別の製品・サービスの提供から、製品×プラット
フォームでサービス・ソリューションを提供する事業体制へ組織変更

2016年6⽉ 研究開発部⾨の投資のうちデジタルソリューション関連の開発を強化（2015年24％→2016年64％へ約3倍へ拡⼤）

参考｜⽇⽴ モノ売りからサービスへの事業展開
 ⽇⽴製作所においては、これまでのモノ売りから、サービスまで含めたトータルソリュー

ション提供へ事業展開を実施。特に⾦融、 鉄道などの分野において、決済や電⾞運⾏
などサービスでの事業展開を実施。

 これら事業をグローバルに展開するために、⽇⽴は、多種多様な事業分野で共通的に
利⽤できるITプラットフォームの強化やビッグデータ利活⽤基盤の構築を⽬指し、
M&A等を含めた動きを加速している。

海外において主流となっているATM
運⽤サービス事業への展開。⾦融
機関向けのデータ分析技術、ノウハ
ウを活⽤し、グローバルでのサービス
提供を⽬指す。

⾦融エネルギー
企業や家庭の太陽光発電、電気⾃動
⾞、蓄電池、各家庭をつなぎ、ひとつの
バーチャルな発電所として運⽤。プロ
シューマ（⽣産＆消費）参加型の新
たな社会インフラの構築。

鉄道
⾞両製造から、リース、運⾏管理、保
守までトータルエンジニアリングの実現。
鉄道運⾏会社の定めたサービスレベル
に合わせ必要な時間に必要な⾞両を
提供。

サービス・ソリューション提供の強化に向けた取り組み

・ ・ ・

2015年2⽉ 世界180カ国以上に顧客基盤を持つ、ビッグデータアナリティクス分野のリーディングカンパニーである⽶ペンタホ社を買収
2013年11⽉ インドの⾦融機関向けATMやPOSシステムを⽤いた決済サービス提供会社⼤⼿の印プリズムペイメントサービス社を買収

M＆A

体制強化

電機・電⼦産業
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 社内で経営管理単位となっているはずの事業区分が、性質の異なる事業で構成されるセグメントとしてまとめて業績情報が提供されるため、事業単
位での単純な企業間業績⽐較等が困難となっている可能性。

 同⼀企業内でも特定事業が事業年度によって異なるセグメントに計上され、経営計画期間内においてすら計上セグメントがしばしば変更されている
ケースも。

 投資家が対話や議決権⾏使を通じて経営に影響⼒を⾏使する際に、事業ポートフォリオマネージメントの成否について判断がしにくい状況になって
いるのではないか。

各社のセグメント情報

（出所）各社有価証券報告書等から作成

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

⽇⽴ 東芝

社会・産業システム

原⼦⼒発電システム
⽕⼒発電システム

⾃然エネルギー発電システム

鉄道システム

エレベーター
エスカレーター

産業⽤機器・プラント

エネルギーシステムソリューション

原⼦⼒発電システム
⽕⼒発電システム

太陽光発電システム

粒⼦線治療装置

重電システム

タービン発電機
⽔⾞発電機
原⼦⼒機器

⾞両⽤電機品

エレベーター
エスカレーター

⼤型映像表⽰装置

粒⼦線治療装置

三菱電機

インフラシステムソリューション

交通システム
駅務機器

エレベーター
エスカレーター

ビル施設⽤電源

上下⽔道システム

産業⽤光源
業務⽤空調機器

電⼦装置・システム

医療機器

半導体製造装置
計測・分析装置
先端産業部材

産業メカトロニクス

産業⽤ロボット
産業⽤送⾵機

カーエレクトロニクス機器

電機・電⼦産業
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電機、半導体産業をめぐる課題、対応の⽅向

 国内電機企業は、事業の選択と集中を⼀定程度進めてきたものの、
海外グローバル企業と⽐較してその進みは遅く、
収益率は低⽔準にとどまり、次への投資を⾏う体⼒も不⼗分である可能性。

 今後、グローバルプレイヤーとの競争に勝ち抜くためには、
コア事業を軸としたさらなる事業の組替えなどのチャレンジが求められる。
→事業セグメントの情報提⽰について、経営における資源配分の意思決定や業

績評価と整合的な事業区分で⾏うなど、投資家にとって有⽤な情報提供を促
し、市場との適切な対話が⾏われるようにすることも⼀案か。

電機

半導体
 国内半導体産業は統合による専業化が進み、

グローバルトップの競争⼒を有する企業が複数出現。

 今後、IoT時代を迎え、規模の経済から範囲の経済での勝負に競争のルールが
シフトし、グローバルに分野を越えた⼤規模再編が起きる中で、
⽇本企業には企業提携のあり⽅を含めた戦略の再構築が求められる。

電機・電⼦産業
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